（別　表）

文書保存期間基準表

１．本表の注記
　　　　（１）　保存期間は、原則として原本の保存期間を指す。
　　　　（２）　非原本（写し）については原本の保管期間を最長保管として、活用後破棄する。
　　　　（３）　保存の期間は文書作成日の属する年度末翌日から起算する。
　　　　　　　　ただし、契約書は契約期間終了後、計画書・予算書は計画・予算期間終了後から起算する。
（４）　本表に記載してある文書は、法定文書、重要な文書及び各部門に共通する文書例である。
記載していない文書は各部・室において、本表の基準に準じて定め保存する。
　　　　（５）　本基準表に記載してある文書で、法令に定めるもの以外は、運用後必要に応じて見直しを行う。

２．本表の保存の用語の説明
　　　　　　末 ： 文書作成日又はその業務処理完了の日の属する年度末までの期間を示す。
　　　　　　新 ： 古い文書を、新しい文書に差し替えることを示す。　
　　　　　　見 ： 年一回以上見直して、価値・使用頻度低下の文章を処分することを示す。
　　　　　　済 ： 用済後、移し替え又は廃棄することを示す。例えば、本表で「済５」で表示されているものは、用済後とか案件終了後５年は、その文書を保存して
おくことを示す。　
　　　　　　永 ： 永久保存






	
分　　　　類
	文　書　の　種　類
	原本保存
	原本主管部門
	備　考（起算日等）

	大（　）→ 中 → 小（　）
	
	期　　間
	
	

	（１）経　営
	
	
	
	

	１．株主総会
	株主総会議事録、営業報告書、召集通知、決議通知書
	永
	総務課
	

	２．定　　款
	
	永
	　〃
	

	３．社　　史
	歴史的貴重な写真、文書、年表
	永
	　〃
	

	４．役　　員
	役員報酬・賞与、退職慰労金関係文書
	永
	　〃
	

	５．役 員 会
	取締役会議事録
	永
	　〃
	

	６．組　　織
	職制図
	永
	　〃
	写しは新

	７．規　　程
	
	
	
	

	(1) 社規集
	
	5
	　〃
	写しは新

	(2) 労働協約・就業規則
	
	永
	　〃
	　　〃

	８．監　　査
	
	
	
	

	(1) 監査役
	監査報告書
	永
	　〃
	

	(2) 会計監査人
	監査概要書
	10
	　〃
	

	(3) 監査契約書
	
	10
	　〃
	

	 
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（２）管　理
	
	
	
	

	１．稟　　議
	
	
	
	

	(1) 稟 議 書
	台帳含む
	永
	品質管理室
	

	(2) 稟議実施報告書
	　〃
	永
	　〃
	

	(3) 重要事項報告書
	　〃
	永
	　〃
	

	(4) 購買稟議
	　〃
	永
	　〃
	

	(5) 海外出張稟議書
	
	永
	　〃
	

	２．許認可／官公庁通達
	官公庁を中心とする重要な許認可
	永
	該当部・室
	

	３．会議／委員会
	製販会議、連絡打合せ等の重要な会議・委員会議事録
	5
	主催部又は事務局
	ただし、重要記録は10年保存

	４．対外報告
	外部から報告、届出が義務付けられている文書
	5
	該当部・室
	ただし、価値・使用頻度低下の文書

	
	
	
	
	は見直し、処分する。

	５．社内報告書
	出張報告書、業務報告書
	5
	作成部門
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	分　　　　類
	文　書　の　種　類
	原本保存
	原本主管部門
	備　考（起算日等）

	大（　）→ 中 → 小（　）
	
	期　　間
	
	

	（３）経理・財務
	
	
	
	

	１．年度予算（予算期間終了後）
	予算書
	永
	総務課
	

	２．決　算
	
	
	
	

	(1) 年度決算
	会社法の計算書類（含む附属明細）、年度決算書類
	永
	　〃
	会社法

	(2) 四半期決算
	四半期決算書類
	永
	　〃
	

	(3) 税務申告
	税務申告書
	永
	　〃
	

	３．帳簿書類
	
	
	　
	

	(1) 帳簿
	総勘定元帳、勘定明細元帳、仕訳帳等
	10
	総務課
	会社法

	(2) 決算関係
	貸借対照表、損益計算書、試算表等
	10
	　〃
	　〃

	(3) 原価計算
	総合原価計算書、棚卸資産の受払表等
	10
	　〃
	　〃

	４．証憑書類
	
	
	
	

	(1) 現・預金出納取引に関する
	領収書、預金通帳、借用書、伝票等
	10
	総務課
	税法

	 　　 書類
	
	
	
	

	(2) 有価証券の取引に関する文
	有価証券受渡計算書、申込書等（増資他）
	10
	　〃
	税法

	　　 書
	
	
	
	

	(3) その他の取引に関する文書
	請求書、注文請書、見積書、発注書控
	10
	　〃
	税法

	 
	（相手先から受け取ったもの及び自己作成したこれら
	
	
	

	
	の文書でその写しのあるものはその写し）
	
	
	

	(4) 棚卸資産の受払いに関する
	出荷指示書、出庫報告書、検収書、納品書、
	10
	　〃
	税法

	　　  文書
	（相手先から受け取ったもの及び自己作成したこれら
	
	
	

	
	の文書でその写しのあるものはその写し）
	
	
	

	５．資金調達／運用
	
	
	
	

	(1) 借　　入
	借入金契約書
	10
	総務課
	契約期間後2年

	(2) 担　　保
	担保に関する協定書
	済2
	　〃
	担保解除後、協定更改後

	(3) 借入管理
	借入金計算書
	10
	　〃
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（４）人事・労務
	
	
	
	

	１．人　　事
	
	
	
	

	(1) 人事稟議書
	
	永
	総務課
	

	(2) 人事台帳
	従業員名簿・台帳
	永
	　〃
	



	分　　　　類
	文　書　の　種　類
	原本保存
	原本主管部門
	備　考（起算日等）

	大（　）→ 中 → 小（　）
	
	期　　間
	
	

	(3) 採　　用
	入社時の履歴書、成績証明書、労働契約書
	永
	総務課
	

	 
	（含む非常勤嘱託）
	
	
	

	(4) 業績考課
	業務考課、昇格、調整の最終資料
	5
	　〃
	

	(5) 出　　向
	出向協定書
	永
	　〃
	

	(6) 派　　遣
	派遣元管理台帳、派遣先管理台帳
	3
	　〃
	契約完了の日

	(7) 労務管理
	勤務表、休暇・欠勤申請書
	7
	　〃
	

	 
	時間外・休日労働協定書
	3
	　〃
	協定有効期限満了日

	(8) 人事統計調査
	
	永
	　〃
	

	２．労働協約・就業規則関係
	
	
	
	

	(1) 要求書、回答書、協定書
	
	永
	総務課
	

	(2) 覚書、議事録、確認書
	要求書
	永
	　〃
	

	(3) 交渉状況
	組合情報
	永
	　〃
	

	３．賃金・賞与・退職金等
	賃金台帳
	7
	　〃
	労働基準法・税法

	 
	源泉所得税に関する書類
	7
	　〃
	法人税法

	 
	退職金・退職慰労金
	7
	　〃
	　　〃

	４．社会保険
	厚生年金保険、健康保険に関する書類（資格取得・喪
	5
	　〃
	

	
	失確認通知書、被保険者標準報酬月額決定通知書）
	
	
	

	５．労働保険
	雇用保険に関する書類（被保険者関係以外の一切）
	2
	総務課
	完結（退職・死亡）の日

	
	雇用保険の被保険者に関する書類（離職票、資格取得
	
	　〃
	　　　　〃

	
	・喪失確認通知書等）
	
	
	

	
	60歳到達時等賃金月額証明書
	7
	　〃
	高年齢雇用継続給付金終了より2年

	６．福利厚生
	財形貯蓄に関する書類、財形斡旋融資、社内貸付に関す
	済
	　〃
	返還後

	
	る書類、年金転貸融資
	
	
	

	
	定期健康診断記録表
	在籍期間
	品質管理室
	特殊健康診断記録は法による。

	
	カルテ
	〃
	　　〃
	　　　　　　〃　

	
	Ｘ線フィルム・磁気媒体（ＣＤ等）
	〃
	　　〃
	　　　　　　〃

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（５）総　務
	
	
	
	

	１．印章管理
	捺印申請書
	1
	総務課
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



	分　　　　類
	文　書　の　種　類
	原本保存
	原本主管部門
	備　考（起算日等）

	大（　）→ 中 → 小（　）
	
	期　　間
	
	

	（６）生　産
	
	
	
	

	１．生産・技術管理・対外報告
	生産に関する文書及び保存期間は、ＩＳＯ9001品質
	
	該当部門
	

	関係書類
	マニュアル「品質記録管理手順書」及びＩＳＯ14001
	
	
	

	
	環境マニュアル「環境記録一覧表」の定めによる。
	
	
	

	２．工務関係技術資料
	
	10
	工務課
	

	３．改善提案
	
	5
	品質管理室
	

	４．省力化／省エネ
	
	10
	該当部門
	

	５．他社関係
	
	
	
	

	(1) 報告書
	
	5
	製造部
	

	(2) 取引計器等
	
	5
	　〃
	

	(3) 技術報告
	
	5
	　〃
	

	６．図　面
	
	永
	　〃
	ただし、設備廃棄まで

	７．教育、訓練記録
	
	5
	各部・室・課
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（７）環境／保安
	
	
	
	

	１．環　境
	
	
	
	

	(1) 法定届出書類
	設備設置、変更等届
	済
	品質管理室
	

	
	公害防止管理者等選解任等記録
	新
	　　〃
	

	
	法定有資格者リスト
	新
	　　〃
	

	(2) 公害防止協定書
	公害防止協定書
	新
	　　〃
	

	
	公害防止に関する渉外記録
	済
	　　〃
	

	(3) 設備管理記録
	設備保守保全記録、測定記録等
	3
	　　〃
	鉱滓処分場関係は永久

	２．保　安
	
	
	
	

	(1) 法定届出書類
	設備設置・変更等
	済
	　　〃
	

	 
	法定有資格者選解任届等記録
	新
	　　〃
	

	 
	法定有資格者リスト
	新
	　　〃
	

	(2) 教育訓練
	
	5
	　　〃
	

	(3) 設備管理記録
	保安点検記録（守衛日報）
	3
	　　〃
	

	(4) 設備事故・災害記録
	自社設備、関連設備等
	永
	　　〃
	

	(5) 会議管理
	保安査察、保安関係会議記録
	5
	　　〃
	



	分　　　　類
	文　書　の　種　類
	原本保存
	原本主管部門
	備　考（起算日等）

	大（　）→ 中 → 小（　）
	
	期　　間
	
	

	３．安全衛生
	
	
	
	

	(1) 法定届出書類
	設備設置・変更届
	済
	品質管理室
	

	 
	法定有資格者選解任届等記録
	新
	　　〃
	

	 
	法定有資格者リスト
	新
	　　〃
	

	 
	新規化学物質製造等届
	永
	　　〃
	

	
	少量新規化学物質製造等届
	永
	　　〃
	

	(2) 設備管理記録
	保守・点検記録等
	3
	　　〃
	

	(3) 会議記録
	安全衛生委員会等
	5
	　　〃
	

	(4) 労働災害記録
	休業災害・不休業災害等
	永
	　　〃
	

	(5) 教育訓練
	
	5
	各部・室・課
	

	(6) 健康診断記録
	
	在籍期間
	品質管理室
	特殊健康診断記録は法による。

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（８）購　買
	
	
	
	

	１．購入実績
	検収管理表・検収確認表、検収一覧表、請求書
	10
	総務課
	

	２．見　　 積
	見積書
	10
	　〃  、工務課
	税法

	３．契約／発注
	契約仕様書
	10
	　〃
	 〃

	
	注文書
	10
	　〃　、工務課
	〃

	４．機器情報
	機器情報、遊休品、中古品リスト
	永
	工務課
	ただし、設備廃棄まで

	５．ＳＡＰ
	
	
	
	

	(1) 購買・資材工事システム
	契約担当課別検収一覧、買掛金未払金設備工事残高明細
	10
	　〃
	会社法

	
	表
	
	
	

	
	検収通知書
	10
	　〃
	

	
	工事未決算勘定発生振替明細表
	10
	総務課
	会社法

	
	　　　　〃　   発生明細表
	10
	　〃
	　〃

	
	        〃　　 決済明細表　
	10
	　〃
	　〃

	
	　　　　〃　　 残高明細表
	10
	　〃
	　〃

	
	貯蔵品受払表
	10
	　〃
	　〃

	
	〃　在庫明細表
	10
	　〃
	　〃

	
	〃　在庫修正明細表
	10
	　〃
	　〃

	
	〃　検収明細表
	10
	　〃
	　〃

	
	〃  払出明細表
	10
	　〃
	　〃



	分　　　　類
	文　書　の　種　類
	原本保存
	原本主管部門
	備　考（起算日等）

	大（　）→ 中 → 小（　）
	
	期　　間
	
	

	
	貯蔵品返納明細表
	10
	総務課
	会社法

	
	検収一覧表
	10
	　〃
	　〃

	
	普通購買受入明細表、払出明細表、在庫明細表
	10
	　〃
	　〃

	
	注文請書、検収通知書
	10
	　〃
	　〃

	(2) クレーム
	
	永
	　〃
	

	(3) 取引先管理
	契約台帳、取引先調査表
	5
	　〃
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（９）物　流
	
	
	
	

	１．入出庫
	出荷依頼一覧表、出庫報告書、積送依頼書、
	10
	総務課　
	税法

	
	サンプル出荷依頼書
	
	
	

	２．在　庫
	在庫証明
	10
	　〃
	

	
	棚卸明細表（経理用）
	10
	　〃
	会社法

	
	在庫一覧表
	10
	　〃
	税法

	３．ＳＡＰ
	買掛金発生明細表、受払総合表
	10
	　〃
	会社法

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（10）研　究
	
	
	
	

	１．研究・技術
	業務報告書
	1
	技術室
	

	
	依頼書（分析・評価・解析）、分析結果報告書
	2
	　〃
	

	
	技術・調査報告書、出張報告書
	10
	　〃
	

	２．情報・資料
	文献、他社製品資料、ユーザー資料、調査資料
	10
	　〃
	

	３．会議／打合せ
	連絡打合せ等の重要会議議事録
	3
	　〃
	　

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	（11）販　売
	
	
	
	　

	１．ＳＡＰ
	販売出荷明細表、買掛金発生明細表、
	10
	総務課
	会社法

	２．品質保証
	
	
	
	　

	　　　納品仕様書
	購買仕様書、スペック
	取引期間中
	総務課
	ISO基準

	３．クレーム処理
	異常品報告書
	永
	　〃
	　　〃

	
	
	
	
	



	分　　　　類
	文　書　の　種　類
	原本保存
期　　間
	備　　　　考（起算日等）

	大（　）→ 中 → 小（　）
	
	
	

	（12）契約書（契約終了後）
	
	
	原本は総務課保管

	１．動産に関する契約
	売買、リース、レンタル、賃貸借、使用貸借
	10
	金額500万円未満及び保存期間10年間で償却期間の満了

	
	
	
	するもの

	
	
	20
	上記以外のもの

	２．不動産・構築物に関する契約
	売買
	永
	

	
	リース、賃貸借、使用貸借
	10
	

	３．工事請負契約
	建設、設計、エンジニアリング、メインテナンス
	10
	動産を目的とする金額500万円未満及び保存期間10年間で

	
	
	
	償却期間の満了するもの

	
	
	20
	動産を目的とする上記以外のもの

	
	
	永
	不動産、構築物を内容として含むもの

	４．請負等に関する契約
	建物・設備管理（保安警備、保守点検、浄化槽、寮等の　
	10
	

	
	管理）、生産委託
	
	

	５．金銭消費貸借契約及びこれに
	金銭消費貸借契約及びこれに伴う抵当権その他諸権利
	10
	

	伴う契約
	の設定・改廃、保証
	
	

	６．売買契約等及びこれに伴う
	売買契約、販売委託契約等及びこれに伴う諸覚書並びに
	10
	

	　　契約
	これに伴う諸権利の設定・改廃、保証
	
	

	７．物流に関する契約
	[bookmark: _GoBack]運送、倉庫委託、構内作業
	10
	

	８．保険契約
	
	10
	製造物責任保険は永

	９．秘密保持契約
	工業所有権・ノウハウ等の無体財産についての取決めの
	10
	取決めのあるものは永

	
	のないもの
	
	

	10. コンサルティング契約
	同上及び成功報酬の定めのないもの
	10
	定めのあるものは永

	11. 研究・開発に関する契約
	共同研究・開発、委託研究・開発
	永
	

	12. 無体財産権に関する契約
	パテント・ノウハウその他工業所有権に関する契約、
	永
	

	
	著作権等に関する契約、その他鉱業権等無体財産権に
	
	

	
	関する契約
	
	

	13. 人事に関する契約
	労働協約、出向協定、顧問契約（非常勤嘱託）誓約書、
	永
	

	14. 工場管理・運営等に関する
	公害防止協定（騒音、大気汚染、産廃等）、生産受託、
	永
	

	　　契約
	ユーティリティ受給
	
	

	15. 関係会社との間の契約
	これに対応する契約・協定等は契約分類に係らず、すべ
	永
	

	
	て含まれる。
	
	

	
	金銭消費貸借契約及びこれに伴う契約
	10
	

	
	
	
	



	分　　　　類
	文　書　の　種　類
	原本保存
期　　間
	備　　　考（起算日等）

	大（　）→ 中 → 小（　）
	
	
	

	16. 経営に関する契約
	合併、合弁、営業譲渡、株式取得・譲渡、株主間協定、
	永
	

	
	事業運営協定、会社救済・整理等に関する契約
	
	

	
	（債権放棄、債務引受、債権譲渡等）
	
	

	17. 海外法人との契約
	これに対応する契約、協定等は契約分類に係らず、すべ
	永
	

	
	て含まれる。
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




〔契約書の注記〕①　期間の始期他
              　　 1）保存期間内に問題が発生した場合は永久として扱う。
　　　　　　　　　 2) 契約期間よりも長い秘密保持期間が設定されている契約は、秘密保持期間終了後から起算する
　　　　　　　　　 3) 自動変更新条項のついている契約は、文書による終了の確認の日から起算する。
　　　　　　　　　 4) 契約分類が複合した契約は、その最も長い期間による。
　　　　　　　　　 5) 子契約により言及されている親契約は子契約の期間が終了するまでは保存する。
　　　　　　　　　 6) 念書、差入書のように契約書ではなく一方的に相手に差入れるものは契約書に準じて扱う。
　　　　　　　　　 7) 保存期間が10年又は20年の契約に入るか否かわからないものは原則として永久として扱う。
　　　　　　　　②　保存期間終了の処置
　　　　　　　　　　　各部門の契約で総務課等で保存しているものは、原部へ返却し、原部で契約期間の終了、保存期間の終了及び問題が一切起こっていないことなどを確認したうえで廃棄する。この段階で原部が政策的に重要だと思うものは、その判断において原部において保存する。
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